
白馬村子ども家庭総合支援拠点の開設について 

 

趣旨・目的 

平成28年に成立した児童福祉法の一部改正する法律（平成28年法律第63号）

により、平成 29 年 4 月より市区町村子ども家庭総合支援拠点の設置が努力義務

となりました。 

村は、全ての子どもの福祉に関して必要な支援ができる体制整備が求められ

ています。そこで、子育て支援課において白馬村子ども家庭総合支援拠点を開設

し、子育て世代包括支援センターと 2 つの機能を担い一体的に支援を実施した

いと考えます。 

 

設置形態・配置人員等 

形  態：小規模Ａ型（児童人口が０．９万人未満（人口 5.6 万人未満））  

配置人員：子ども家庭支援員を常時 2名以上 

 

業務内容 

・子ども家庭支援全般に係る業務 

 実情の把握、情報の提供、相談等への対応、総合調整 

・要支援児童及び要保護児童等への支援業務 

 危機判断とその対応、調査、アセスメント 

・関係機関との連絡調整 

 要保護児童対策調整機関となり責任を持って対応すべき担当者を選定 

 

実施方法 

・平成 31 年 4 月開設 

 

補助金等 

・児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業 

 市町村相談体制整備事業 

 市町村子ども家庭総合支援拠点運営事業   

 小規模Ａ型    基準額 3,721,000 円   

          補助率 1/2 

資料：５ 
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（参考）市区町村における児童等に対する必要な支援を行う体制の関係整理（イメージ図） 

 

 ○子ども家庭支援全般に係る業務 
  ・実情の把握、情報の提供、相談等への対応、総合調整 

 ○要支援児童及び要保護児童等への支援業務 
  ・危機判断とその対応、調査、アセスメント、支援計画の 
  作成等、支援及び指導等、児童相談所の指導措置委託を受けて市区町村が行う指導 

 ○関係機関との連絡調整 

 ○その他の必要な支援 

  ・一時保護又は措置解除後の児童等が安定した生活を継続していくための支援 他 

 

○相談、養育環境等の調査、専門診断等（児童や家族への援助方針の検討・決定） 

○一時保護、措置（里親委託、施設入所、在宅指導等） 

○市区町村援助（市区町村相互間の連絡調整、情報提供等必要な援助）  等 

 ○妊娠期から子育て期にわたる総合的相談や支援を実施 

  ・妊産婦等の支援に必要な実情の把握 ・妊娠・出産・育児に関する相談に応じ、必要な情報提供・助言・保健指導 
  ・関係機関との連絡調整  ・支援プランの策定 

児童相談所（一時保護所） 

要保護児童対策調整機関 

・責任をもって対応すべき 
 支援機関を選定 
 →主担当機関が中心となっ

て支援方針・計画を作成 
・支援の進行状況確認等を 
 管理・評価 
・関係機関間の調整、協力 
 要請 等 

地域子育て支援拠点・児童館 

医療機関 

保育所・幼稚園 

学校・教育委員会 

民生児童委員 

里親 乳児院 

児童養護施設 

児童心理治療施設 

警察 

児童相談所 

利用者支援機関 

支援拠点が調整機関の主担当機関を担うことで、支援の一体性、連続性を確保
し、児童相談所との円滑な連携・協働の体制を推進 

弁護士会 

役割分担・連携を図りつつ、常に協働して支援を実施 
民間団体 

 
 ○関係機関が情報を共有し、連携して対応 

要保護児童対策地域協議会 

市区町村子ども家庭総合支援拠点 

同一の主担当機関が、２つの機能を担い一体的に支援を実施 
※ただし、大規模市部等では、それぞれ別の主担当機関が機能を担い、適切に情報 
 を共有しながら、子どもの発達段階や家庭の状況等に応じて支援を継続して実施 
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低 子育て世代包括支援センター（母子健康包括支援センター） 

高 

保健機関 

※ 子育て世代包括支援センターや市区町村子ども家庭総合支援拠点の設置に当たっては、同一機関が２つの機能を担うなどの設置方法を含め、各市区町村の母子保健及び子ども家庭相談の体制や実情に応じて検討すること。 

・実施主体は市区町村 
 （業務の一部委託可） 
・複数の市区町村に 
 よる共同設置可 

２０ 


